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第一部 【証券情報】

第１【募集要項】
１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 2,100,000株
単元株式数は1,000株であります。
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式であります。

(注)  １　平成23年2月21日開催の取締役会における決議によります。
２　振替機関の名称および住所は下記のとおりです。

名称：株式会社証券保管振替機構
住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 
２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

その他の者に対する割当 2,100,000株 1,031,100,000515,550,000

一般募集 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

計(総発行株式) 2,100,000株 1,031,100,000515,550,000

(注)  １　第三者割当の方法によります。
２　発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は会社法上の増加する資本金の額の総額で

あります。また、増加する資本準備金の額の総額は515,550,000円であります。

 

（２）【募集の条件】

発行価格(円)
資本組入額
(円)

申込
株数単位

申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

491 245.5 1,000株 平成23年3月22日（火） ─ 平成23年3月22日（火）

(注)  １  第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。
２　上記株式を割当てた者から申込みがない場合には、当該株式に係る割当てを受ける権利は消滅いたします。
３　発行価格は会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。
４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ発行総額を払込むも

のとします。　

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

東洋電機製造株式会社　総務部 東京都中央区京橋二丁目９番２号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱東京UFJ銀行　東京営業部 東京都千代田区大手町一丁目１番１号

 

３【株式の引受け】

該当事項はありません。
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４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,031,100,000   5,000,000 1,026,100,000

(注) １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用の内訳は、主に登記関連費用、上場手数料です。

 
（２）【手取金の使途】

上記の差引手取概算額1,026,100,000円の使途につきましては、当社と割当予定先である株式会社豊田自動織機（以下
「豊田自動織機」という。）との間で合意した業務・資本提携の一環として実施される株式の相互保有のため、豊田自動
織機の普通株式の市場買付けに全額を充当する計画であります。資金の支出は平成23年６月30日までを予定しておりま
す。
なお、支出実行までの資金管理につきましては、当社銀行口座において適切に管理いたします。

 

第２【売出要項】
該当事項はありません。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 １【割当予定先の状況】
a  割当予定先の概要

名称 株式会社豊田自動織機
本店の所在地 愛知県刈谷市豊田町二丁目１番地

直近の有価証券報告書等の提出日

 

(有価証券報告書)
事業年度第132期(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)
平成22年６月23日　関東財務局長に提出
(四半期報告書)
事業年度第133期第１四半期(自平成22年４月１日　至平成22年６月30
日)
平成22年８月６日　関東財務局長に提出
事業年度第133期第２四半期(自平成22年７月１日　至平成22年９月30
日)
平成22年11月11日　関東財務局長に提出
事業年度第133期第３四半期(自平成22年10月１日　至平成22年12月31
日)
平成23年２月10日　関東財務局長に提出

 
b  提出者と割当予定先との間の関係

出資関係

当社が保有している割
当予定先の株式の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有して
いる当社の株式の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。
資金関係 該当事項はありません。
技術又は取引関係 該当事項はありません。
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c　割当予定先の選定理由
当社は、平成21年７月に策定した中期３ケ年経営計画「チャレンジアッププラン」（平成21年６月～平成24年５月）

にもとづき、グループ企業価値の増大や海外展開の強化、新事業の創生、新製品の開発等を基本方針とする諸施策を推進

しております。このうち新事業の創生については、低炭素社会の実現に向けて成長が見込まれる電気駆動用システム機器

市場への本格参入を目指し、他社との協業も含めた施策を検討してまいりました。

こうしたなか、平成21年４月より野村證券からの情報提供で豊田自動織機との技術交流を開始し、以降各種交流を深め

てまいりました。その結果、この度、豊田自動織機との間で、今後の電気駆動化の進展が予想される産業機械分野におい

て、環境性能に優れたモーター・インバーター、電気駆動システムを共同で開発・提供することを目的に業務・資本提携

基本契約を締結することといたしました（注）。

当社と豊田自動織機は、それぞれ鉄道、フォークリフト分野における電気駆動技術やノウハウを保有しております。当

社が鉄道分野の高圧・大容量モーター・インバーター・制御技術を有する一方、豊田自動織機は電動フォークリフトで

培った中小型・高効率の電気駆動システム技術を有しており、技術面での相互補完が可能です。

今回の業務提携は、このような市場の動向、両社の実績を踏まえたものであり、双方の強みを持ち寄り、小型から大型ま

で広い領域で、モーター・インバーター、電気駆動システムを開発し、産業機械の電気駆動化に寄与することを目標とし

ております。

（注）当社と豊田自動織機との間の業務・資本提携の内容は以下のとおりです。
（業務提携の内容）

産業機械向けモーター・インバーター、電気駆動システムの開発・製造・販売を行う合弁会社を、当社40％、
豊田自動織機60％の出資比率にて、平成23年６月をめどに設立する予定です。

（資本提携の内容）
当社と豊田自動織機の提携をより強固なものとするため、それぞれの株式を相互に保有いたします。具体的

には、豊田自動織機は当社が新たに発行する株式2,100,000株を、平成23年３月22日を払込日とする第三者割当
により取得します。本第三者割当後に、豊田自動織機が所有することとなる当社株式の所有株式数割合は、発行
済株式総数に対して4.31％の割合となります。
また、当社は、豊田自動織機による払込総額と同等の金額で取得可能な豊田自動織機の発行済普通株式を、平

成23年６月30日までに市場買付けにより取得いたします。

 
d　割り当てようとする株式の数

当社普通株式　2,100,000株

 
e　株券等の保有方針

当社は、割当予定先から本第三者割当により取得する株式の保有方針について、今回の業務・資本提携基本契約締結を

契機とした一層の関係強化の主旨に鑑み、長期的に継続して保有する意向であることを口頭にて確認しております。ま

た、当社は、本第三者割当の払込期日（平成23年３月22日）から２年間において、割当予定先が本第三者割当にて取得し

た当社株式の全部又は一部を譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価額、譲渡の

理由、譲渡の方法等を直ちに当社に書面にて報告すること、当社が当該報告内容等を株式会社東京証券取引所（以下「東

京証券取引所」という。）に報告すること、並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることにつき、割当予定先との間で

確約書を締結する予定であり、割当予定先の内諾を得ております。 

 
f　払込みに要する資金等の状況

当社は、割当予定先から本第三者割当増資に対する払込みを自己資金にて行う予定である旨の報告を受けております。

当社は、割当予定先の直近の四半期報告書（平成23年３月期第３四半期）からみて本第三者割当増資の払込みに要する

資金を上回る十分な現預金を有しており、また、割当予定先の経理部へのヒアリングを行い、割当予定先の銀行預金残高、

資金計画、財務資料等を確認し、当社への払込期日（平成23年３月22日）時点において要する資金については、特段問題

がないものと判断しております。

 
g　割当予定先の実態

割当予定先は東京証券取引所市場第一部に上場しており、会社の履歴、役員、主要株主等について広く公表している企

業であります。当社は、割当予定先のホームページ及び東京証券取引所に提出しているコーポレート・ガバナンス報告書

等の公開情報による調査及び割当予定先の経営企画部へのヒアリングを通じて、割当予定先が企業行動規範を作成し、反

社会的勢力と一切関係を持たないことを宣言し役職員に徹底していることを確認しており、暴力若しくは威力を用い、又

は詐欺その他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体（以下、「特定団体

等」という。）には該当せず、また、特定団体等とは一切関係がないものと判断しております。
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２【株券等の譲渡制限】

該当事項はありません。

 
３【発行条件に関する事項】
a　払込価額の算定根拠と合理性に関する考え方

払込価額につきましては、平成23年２月21日開催の本第三者割当増資に係る取締役会決議日の前営業日である平成
23年２月18日の東京証券取引所における当社株式の終値と同額である491円と決定いたしました。
当社といたしましては、当社を取り巻く事業環境、直近の業績動向、昨今の株式市場の動向等を総合的に考慮すると、本

取締役会決議日の前営業日の市場価格が当社の客観的価値を反映していないと認めるに足りる事情は見当たらないこと
から、かかる前営業日の終値が、いわゆる時価として当社の適正な価格であると判断して、これをもって払込価額として
おります。
この払込価額は、本取締役会決議日の直前１ヶ月間（平成23年１月19日から平成23年２月18日まで）の終値平均値

（509円）に対しては3.6％のディスカウント、直前３ヶ月間（平成22年11月19日から平成23年２月18日まで）の終値平
均値（463円）に対しては6.1％のプレミアム、また、直前６ヶ月間（平成22年８月19日から平成23年２月18日まで）の終
値平均値（412円）に対しては19.2％のプレミアムとなっており、いずれの比較においても、10％を超えるディスカウン
トにはなっていないことから、会社法第199条第３項の定める特に有利な発行金額には該当しないと判断しております。
かかる払込価額について、当社の監査役４名全員（うち社外監査役２名）は、算定根拠となった市場価格が取締役会

決議の前営業日の終値であって、当社の直近の状況が市場評価に客観的に反映されており、とりわけ、当社を取り巻く
事業環境、直近の業績動向、昨今の株式市場の動向、当社の株価変動等を総合的に勘案しても、直前の市場価格が当社の
現在の株式価値を客観的に示していると考えられること、また、発行価額について取締役会決議の直前日の価額に0.9
を乗じた額以上であることを求める日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠するものであ
ることから、かかる算定根拠には合理性があり、特に有利な発行価額には該当しない旨の意見を表明しております。

 

b　発行数量および株式希薄化規模の合理性に関する考え方
本第三者割当増資は、平成22年11月11日付け「第三者割当による自己株式処分の払込完了に関するお知らせ」にて

お知らせしましたとおり、平成22年11月11日に実施した株式会社日立製作所を処分先とする第三者割当による自己株
式処分から6ヶ月を経過しておりませんので、希薄化の計算においては、平成22年11月11日の処分株式数と通算して計
算を行います。
平成22年11月11日の処分株式数2,100,000株と今回の発行数量2,100,000株を通算した4,200,000株は、平成22年11月

11日の自己株式処分実施前の当社の発行済普通株式の株式総数46,575,000株（総議決権数43,534個）の9.02％（議決
権における割合9.65％）（本第三者割合増資実施後の当社の発行済普通株式の株式総数48,675,000株（総議決権数
47,741個）の8.63％（議決権における割合8.80％））であり、当社株式の株式価値に一定の希薄化が生じることにな
ります。しかしながら、本件の割当先との業務・資本提携は当社の企業価値向上、ひいては既存株主の皆様の利益向上
に資するものと考えており、本第三者割当増資における株式の発行数量及び希薄化の規模は、既存株主の皆様にとって
も合理的であると判断いたしました。

 

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】
本第三者割当は、希薄化率が25％未満であること及び支配株主の異動を伴うものでないことから、大規模な第三者割当に
関する事項について該当はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

総議決権数に対
する所有議決権
数の割合(％)

割当後の
所有株式数
（株）

割当後の総議決
権数に対する所
有議決権数の割
合(％)

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松
町二丁目11番３
号

3,563,000 7.81 3,563,000 7.46

日本生命保険相互会社
東京都千代田区
丸の内一丁目６
番６号

3,013,450 6.60 3,013,450 6.31

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
東京都千代田区
丸の内二丁目７
番１号

2,176,606 4.77 2,176,606 4.56

株式会社日立製作所（常任代
理人　資産管理サービス信託
銀行（株））

東京都千代田区
丸の内一丁目６
番６号

2,100,000 4.60 2,100,000 4.40

株式会社豊田自動織機
愛知県刈谷市豊
田町２丁目１番
地

- - 2,100,000 4.40

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴
海一丁目８番11
号

2,038,000 4.47 2,038,000 4.27

東洋電機従業員持株会
東京都中央区京
橋二丁目９番２
号

1,251,778 2.74 1,251,778 2.62

株式会社横浜銀行（常任代理
人　資産管理サービス信託銀
行(株)）

東京都中央区晴
海一丁目８番12
号

1,038,450 2.27 1,038,450 2.17

オークラヤ住宅株式会社
東京都新宿区西
新宿二丁目４番
１号

1,030,000 2.26 1,030,000 2.16

月島機械株式会社
東京都中央区佃
二丁目17番15号

798,000 1.75 798,000 1.67

計 ― 17,009,28437.2719,109,28440.03

(注)  １ 平成22年11月30日現在の株主名簿を基準として記載しております。

２ 割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、平成22年11月30日現在の総議決権数（45,641個）に、本第三者割当増資（発行

株式数2,100,000株）により増加する議決権数（2,100個）を加えて算出した数値であります。

 
 
６【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 
７【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 
８【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

第１【公開買付けの概要】
該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
該当事項はありません。

 
 
 

第三部【追完情報】
 
１　事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提出
日以後、本有価証券届出書提出日（平成23年２月21日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業
等のリスク」について生じた変更その他の事由はありません。
また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日
（平成23年２月21日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 
２　臨時報告書の提出

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第149期事業年度)の提出日（平成22年８月31日）以後、本有価証
券届出書提出日（平成23年２月21日）までの間において、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関
する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、平成22年８月31日に臨時報告書を関東財務局長に提出しており
ます。
　その報告内容は下記のとおりであります。

 
（1）株主総会が開催された年月日
　　　平成22年８月27日

 
（2）決議事項の内容
    第１号議案　剰余金の処分の件

期末配当に関する事項
当社普通株式1株につき、金６円00銭

　　第２号議案　取締役６名選任の件
　　　　　　　　　取締役として、土田洋、田中啓資、寺島憲造、細田芳男、辻井清行および植田
　　　　　　　　　憲治の６名を選任する。 　　　
　第３号議案　監査役２名選任の件 
　　　　　　　　監査役として、大竹和矢および竹澤利器雄の２名を選任する。 
　　第４号議案　退任監査役に対する退職慰労金贈呈および役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り
                支給の件 

 

EDINET提出書類

東洋電機製造株式会社(E01742)

有価証券届出書（組込方式）

 7/17



（3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決さ
れるための要件並びに当該決議の結果

決議事項
議決権の数

可決要件
決議の結果およ
び賛成割合(％)賛成 反対 棄権・無効

第１号議案 30,090個 26個 0個 (注)1 可決　（97.82）

第２号議案 　 　 　　 　

 　土　田　　　洋 29,226個 714個 176個 (注)2 可決　（95.01）

 　田　中　啓　資 25,134個 4,806個 176個 (注)2 可決　（81.71）

 　寺　島　憲　造 25,140個 4,800個 176個 (注)2 可決　（81.73）

 　細　田　芳　男 25,448個 4,492個 176個 (注)2 可決　（82.73）

 　辻　井　清　行 25,441個 4,499個 176個 (注)2 可決　（82.71）

 　植　田　憲　治 25,447個 4,493個 176個 (注)2 可決　（82.72）

   第３号議案 　 　 　　 　

　　　大　竹　和　矢 29,694個 420個 2個 (注)2 可決　（96.53）

　　　竹　澤　利器雄 25,041個 5,073個 2個 (注)2 可決　（81.41）

   第４号議案 24,297個 5,817個 2個 (注)1 可決　（78.99）

(注)　1  出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成による。
　  　2  議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

出席した当該株主の議決権の過半数の賛成による。

　　　　
（4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本株主総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の集計によ
り、各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当日出席の株主のうち、賛
成、反対および棄権・無効の確認ができていない議決権の数は加算しておりません。
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第四部【組込情報】
 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度　　自　平成21年６月１日
(第149期)　　 至 　平成22年５月31日

平成22年８月31日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度　　自　平成22年９月１日
(第150期　　  至  平成22年11月30日
第２四半期)

平成23年１月14日
関東財務局長に提出

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（EDINET）を使用して提出した
データを開示用電子情報処理組織による手続きの特例等に関する留意事項について（電子開示手続きガイドライン）
Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 
 

 
 

第五部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 
 

 

第六部【特別情報】
 

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成21年8月28日

東洋電機製造株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　里　　村　　　　　豊　　㊞

　

指定有限責任社員 

業務執行社員
　 公認会計士　　小　　倉　　邦　　路　　㊞

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　伊    藤    栄    司　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている東洋電機製造株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、東洋電機製造株式会社及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東洋電機製造株式

会社の平成21年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
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としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、東洋電機製造株式会社が平成21年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年8月27日

東洋電機製造株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　里　　村　　　　　豊　　㊞

　

指定有限責任社員 

業務執行社員
　 公認会計士　　小　　倉　　邦　　路　　㊞

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　伊    藤    栄    司　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている東洋電機製造株式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、東洋電機製造株式会社及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東洋電機製造株式

会社の平成22年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
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としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、東洋電機製造株式会社が平成22年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成21年8月28日

東洋電機製造株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　里　　村　　　　　豊　　㊞

　

 
　 　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　小　　倉　　邦　　路　　㊞

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　伊    藤    栄    司　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている東洋電機製造株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの第148期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東洋電機製造株式会社の平成21年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年8月27日

東洋電機製造株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　里　　村　　　　　豊　　㊞

　

 
　 　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　小　　倉　　邦　　路　　㊞

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　伊    藤    栄    司　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている東洋電機製造株式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの第149期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東洋電機製造株式会社の平成22年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

東洋電機製造株式会社(E01742)

有価証券届出書（組込方式）

15/17



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年１月14日

東洋電機製造株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　里　村　　　　豊　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　小　倉　　邦　路　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　伊　藤　　栄　司　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

電機製造株式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年９月１日から平成21年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年６月１日から平成21

年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機製造株式会社及び連結子会社の平成

21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年１月13日

東洋電機製造株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　里　村　　　　豊　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　伊　藤　　栄　司　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　唯　根　　欣　三　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

電機製造株式会社の平成22年６月１日から平成23年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年９月１日から平成22年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年６月１日から平成22

年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機製造株式会社及び連結子会社の平成

22年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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